
１.平成１８年１２月補正予算の概要

一般会計 (単位:千円)

番    号 件       名 款 目 補正額 　　　　                           　　　　　　　　　　　補              正             の               概                  要

議案第120号 議会費 議会費 12,535 議会費 12,535 人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、増額補正を行う。

12,535

総務費 総務管理費 ▲ 8,252 一般管理費 ▲ 7,913

▲ 8,252 人事管理費 7,304

人権ふれあいセンター費 ▲ 8,509 人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、減額補正を行う。

防災対策費 866 防災行政無線関係経費において、大阪府と市町村の共同事業として行う防災情報充実強化事業に係る市負担金の増額補正を行う。

民生費 社会福祉費 60,935 社会福祉総務費 35,432

132,184 老人医療助成費 7,246

老人福祉センター費 18,257 人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、増額補正を行う。

児童福祉費 71,249 児童福祉総務費 138,230

保育施設費 ▲ 61,382

児童療育施設費 ▲ 5,599

衛生費 保健衛生費 28,695 予防費 8,584

21,066 公害対策費 13,844

公害健康被害補償費 6,267

清掃費 ▲ 7,629 清掃総務費 6,051

塵芥処理費 ▲ 13,680

労働費 労働諸費 279 労働福祉費 279 人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、増額補正を行う。

279

産業費 商工費 14,239 商工総務費 14,239

14,239

土木費 土木管理費 ▲ 35,143 土木総務費 ▲ 35,143

▲ 39,659 河川費 ▲ 5,766 河川総務費 ▲ 5,766

都市計画費 ▲ 28,949 都市計画総務費 ▲ 35,249

緑化推進費 6,300

住宅費 30,199 住宅管理費 30,199 人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、増額補正を行う。

教育費 教育総務費 ▲ 17,742 事務局費 ▲ 17,742

▲ 127,647

小学校費 1,718 小学校管理費 1,718 人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、報酬の増額補正を行う。

中学校費 1,830 中学校管理費 1,830

幼稚園費 ▲ 33,701 幼稚園費 ▲ 33,701

社会教育費 ▲ 44,308 社会教育総務費 ▲ 37,782

青少年対策費 ▲ 16,930

青少年会館費 5,147

図書館費 5,257 人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、報酬の増額補正を行う。

保健体育費 ▲ 35,444 保健体育総務費 ▲ 25,191

学校給食費 ▲ 10,253 人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、報酬の減額補正を行う。

● 3号歳出補正予算合計 4,745 　● 3号補正予算歳入内訳 4,745 　(  市税  ▲105,887       国庫支出金  77,479       府支出金  1,387       諸収入  866       市債  30,900  ）

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、減額補正を行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、報酬において14,850千円、職員人件費において56,956千円の減額補正をそれぞれ行い、賃金において
10,424千円の増額補正を行う。

項

税制改正等に係る人事情報総合システムのプログラム変更に伴い2,940千円の増額補正を行うとともに、人件費の過不足調整に伴い人材派遣委託料
4,364千円の増額補正を行う。

大阪府後期高齢者医療広域連合経費において、平成20年4月から施行される、後期高齢者医療制度の円滑な導入を図るための準備経費として市町
村分賦金の増額補正を行う。

各種予防接種経費において、高齢者のインフルエンザ予防接種件数の増加に伴い8,584千円の増額補正を行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、増額補正を行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、減額補正を行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、増額補正を行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、報酬において1,746千円の減額補正を行い、職員人件費において8,013千円の増額補正を行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、報酬において14,788千円、職員人件費において10,403千円の減額補正をそれぞれ行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、報酬において1,190千円の減額補正を行い、職員人件費において6,337千円の増額補正を行う。

平成18年度
八尾市一般会計
第3号補正予算
の件

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、41,079千円の増額補正を行うとともに、社会福祉協議会運営費補助金において、5,647千円の減額補正
を行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、報酬において12,739千円の減額、職員人件費において16,428千円の増額、職員共済費等において
27,240千円の減額、賃金において15,638千円の増額補正をそれぞれ行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、報酬において28,430千円の減額、放課後児童室経費の賃金において11,500千円の増額補正を行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、増額補正を行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、報酬において4,785千円、職員人件費において32,997千円の減額補正をそれぞれ行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、17,170千円の増額補正を行うとともに、私立保育所施設整備費補助金において、私立保育所の移転建
替えに伴い121,060千円の増額補正を行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、報酬において4,039千円の増額、職員人件費において39,635千円の減額、賃金において17,854千円の
増額補正をそれぞれ行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、減額補正を行う。

（財）八尾市緑化協会運営費補助金において、人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、6,300千円の増額補正を行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、報酬において3,675千円、職員人件費において18,443千円、教育職共済費において11,583千円の減額
補正をそれぞれ行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、報酬の増額補正を行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、減額補正を行う。

人事異動等に伴う人件費の過不足調整として、減額補正を行う。
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　　●債務負担行為補正

1.追加

期   間

平成18年度

学校給食調理委託業務 ～

平成19年度

2.変更

期  　 間 期 　  間

平成 17 年度

公立保育所民営化推進事業 ～ 補正前と同じ

平成 21 年度

　　●地方債補正

1.追加

保育所整備事業

２. 平成１８年度補正推移
 (単位:千円)

 一般会計 当初予算額           第1号補正(6月)          第2号補正(9月)         第3号補正(12月)

補正額 補正後の額 補正額 補正後の額 補正額 補正後の額

1 議会費 548,634 ▲ 11,625 537,009 537,009 12,535 549,544

2 総務費 8,568,948 8,568,948 2,932,253 11,501,201 ▲ 8,252 11,492,949

3 民生費 32,013,327 5,411 32,018,738 170,846 32,189,584 132,184 32,321,768

4 衛生費 10,987,331 10,987,331 10,399 10,997,730 21,066 11,018,796

5 労働費 109,747 109,747 109,747 279 110,026

6 産業費 582,495 18,629 601,124 601,124 14,239 615,363

7 土木費 11,705,594 11,705,594 6,021,963 17,727,557 ▲ 39,659 17,687,898

8 消防費 2,091,270 2,091,270 2,091,270 2,091,270

9 教育費 8,234,331 8,234,331 1,940 8,236,271 ▲ 127,647 8,108,624

10 公債費 12,034,613 12,034,613 2,634,930 14,669,543 14,669,543

11 諸支出金 147,216 147,216 147,216 147,216

12 予備費 70,000 70,000 70,000 70,000

合計 87,093,506 12,415 87,105,921 11,772,331 98,878,252 4,745 98,882,997

事          項

事           項

 起　債  の  目  的 補　　　正　　　の　　　概　　　要

70,000 千円

（3,400㎡）（2,200㎡）

補     正     前 補     正     後

限　度　額

限　　　度　　　額

私立保育所移転建替えに係る補助金の増に伴い30,900千円の限度額の追加補正を行う。

限   度   額

2


